
Ⅵ 検証結果 

 

(1)一時不在者等からの回収率 

前記Ⅰ、Ⅱのとおり、郵送調査の有効回収数は 598 票、有効回収率は 38.9％であった。これは、

通常調査の対象者（10,000人）の６％に相当する。 

 

(2)若年層の意識の把握 

郵送調査の回答者の年齢構成をみると、49歳以下が約６割を占めており、通常調査に比べれば 20

代、30 代の割合が高くなった。しかし、通常調査で低かった 20 代の回収率（39.0％）は、郵送調

査と統合しても 48.4％にとどまった。若年層の意識の把握には、引き続き工夫・検討が必要である。 

 

(3)郵送調査で把握した一時不在者等の意識 

回答者の属性をみると、一時不在者等には前述のとおり若い年代が多く、従業上の地位では７割

が雇用者であった。これらが顕著に表れたものとしては、「社会貢献の内容」における「自分の職業

を通じて」（通常調査 24.8％→郵送調査 51.8％）が挙げられる。 

また、通常調査と結果が逆転したものとしては、「社会志向か個人志向か」（通常調査では社会志

向 ＞ 個人志向、郵送調査では社会志向 ＜ 個人志向）が挙げられる。通常調査では、全ての年代

で社会志向が個人志向を上回っていたが、郵送調査では、30 代、40 代、60 代で個人志向が上回っ

ており、全体としても個人志向が上回ることとなった。 

同様に、「現在の地域での付き合いの程度」でも結果が逆転し、郵送調査では、「付き合っていな

い」が「付き合っている」を上回っている。通常調査では、年齢が若くなるほど、「付き合っていな

い」割合が高くなっている。郵送調査では、比較的若い年代の回答が多いことが反映されていると

みられる。 

なお、ほぼ全ての問いで通常調査との有意差が認められたが、「国の政策への民意の反映方法」で

は有意差がみられなかった。 

 

(4)統合結果と通常調査の結果との違いについて 

面接調査と郵送調査の調査手法の違いの影響もあると考えられるが、ほぼ全ての問いで、統合結

果と通常調査とで、回答比率の有意な差が認められた（※）。ただし、結果が逆転するほどではなか

った。 

※ 例えば、「社会全体の満足度」（通常調査 65.9％→統合結果 64.5％）など。 
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